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セクション

１．COP29の結果と印象
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BAR 本文ページ

※写真は吉高撮影

COP29の概要

◼ 日程：2024年11月11日～11月22日
（2日延長して24日に閉幕）

◼ 場所／議長：アゼルバイジャン共和国・
バクー／ムフタル・ババエフ環境天然
資源相

◼ 登録者は約7万人（COP27：4万人、
COP28：11万人）

◼ キーワード： 資金COP、６条、適応

◼ COP29のスケジュール（各日のテーマ）

11/11（月） 11/12（火） 11/13（水） 11/14（木） 11/15（金） 11/16（土）

COP29

開幕
World Climate Action Summit

（首脳級会合）
ファイナンス／
投資／貿易

エネルギー／平和・救援・復興 科学・テクノロジー・イノ
ベーション／デジタル化

11/17（日） 11/18（月） 11/19（火） 11/20（水） 11/21（木） 11/22（金）

人的資本／子どもと
ユース／健康／教育

食糧・農業・
水

都市化／交通
／観光

自然と生物多様性／先住民／
ジェンダー平等／海洋と沿岸地域
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新たな年間気候資金目標（NCQG）

◼ New Collective Quantified Goal on Climate Finance (NCQG)：
「2035年までに少なくとも年間3,000億ドル」の途上国支援目標を決定
（MDB（国際開発金融機関）による支援、途上国による支援を含む）。また、
全てのアクターに対し、全ての公的及び民間の資金源からの途上国向け
の気候行動に対する資金を2035年までに年間1.3兆ドル以上に拡大する
ため、共に行動することを求める旨決定

（出所） ） 環境省「国連気候変動枠組条約第29回締約国会議（COP29）結果概要」
図表はWWFジャパン https://www.wwf.or.jp/activities/activity/5766.html#section2
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パリ協定第6条完全運用化へ

（出所） 「COP29（CMA6）におけるパリ協定第6条の完全運用化の実現について」



Mitsubishi UFJ Research and Consulting6

BAR 本文ページ

その他の決定事項

◼ 緩和作業計画（MWP）： 2024年に「都市：建築と都市システム」をテーマ
に開催された、2回のグローバル対話の議論を踏まえた交渉が行われた。
本対話の年次報告書において示された、建物及び都市の脱炭素化に資
する解決策（地方公共団体との連携強化等）の実施が、各国の異なる事
情に照らした自主的な取組により可能となることに留意するとともに、本対
話の次回以降の手続等を決定

◼ 適応に関する世界全体の目標（GGA）：GGAの進捗を測定するための指
標に関する作業について、CMA7（2025年）における本作業の完了に向
けた議論が行なわれ、本作業に関与する専門家に対する追加的な指針
等が決定された。さらに、ハイレベル対話開催を含む、バクー適応ロード
マップの立ち上げも決定

◼ グローバル・ストックテイク（GST）：第1回GSTの結果として設置された
GSTの実施に関するUAE対話の詳細、第2回GSTのプロセスの改善に関
し、議論の継続を決定

（出所） ） 環境省「国連気候変動枠組条約第29回締約国会議（COP29）結果概要」より抜粋
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適応ファイナンスの手法例

（出所） 環境省（2021）「金融機関向け適応ファイナンスのための手引き」
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適応とレジリエンスファイナンス

➢サステナブルボンド市場で規模が小さい。適応とレジリエンスへ
の資金の必要性

➢ ラベリングが重要： CO2排出削減のように定量化が難しい
タクソノミーの開発

• グリーンボンドの資金使途などのルールを
策定する、CBI（クライメイトボンドイニシア
ティブ）が１,４４４の適応とレジリエンスの
資金使途を特定（2024年9月)

• 気候緩和策に影響はしないことを条件
• ガイダンスとケーススタディを公開予定

ドラフトタクソノミー

回復力のある農業食品システム

強靭な都市と集落

強靭な保健システム

強靭な産業と商業

レジリエントなインフラストラクチャ

弾力性のある自然システム

レジリエントな社会システム米国の地方債市場を対象とする気候変動物理
的リスク指数を開発（ICE）

（出所） https://www.environmental-finance.com/content/analysis/climate-adaptation-a-missed-opportunity-in-sustainable-bonds.html 
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COP29： ファイナンスの動き

◼ 官民金融機関による共同提言「Making Finance Work for Climate」

⚫ International Development Finance Club (IDFC), 国連責任投資原則
（PRI）, Mainstreaming Climate in Financial,国連環境計画・金融イニ
シアティブ（UNEP FI）

⚫ 「気候変動対策のための変革的ファイナンス（Transformational 

finance for climate）」を提言：国の気候変動対策の優先事項や長期的
パスウェイと整合した、システム全体の持続可能な変革や、より大きな
資金フローの動員や再調整を促す触媒効果を目的とした金融

◼ ネットゼロ輸出信用機関同盟（NZECA）がネットゼロ目標設定プロトコル
を公表（詳細は19頁ご参照）

◼ 気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク（NGFS）：「適応に関する
概念ノート」と金融システムのグリーン化に関する統合報告書の2つの文
書を公表

⚫ 「適応に関する概念ノート」では、適応策の重要性を認識し、適応ファイ
ナンスに関する知識を深め、適応ファイナンスの流入を妨げている可能
性のある障壁を理解し、その障壁を取り払うことを目的としてる

（出所） 各団体公表情報
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COP29の様子

※MURC吉高撮影
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セクション

２．サステナブルファイナンスのトピック

ス（海外）
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米国とESG

◼ 2021年9月、化石燃料産業を保護するため

に同産業にダイベストメントを行う企業を罰す
る法律が成立（テキサス州）

◼ 18州（※）と反ESG同盟を立ち上げ。2023年
5月、反ESG法成立（フロリダ州）

◼ テキサス州の化石燃料産業をダイベストする
金融機関を罰する法律に対して、言論の自
由（合衆国憲法修正第1条）に反するとASBC

（注）が提訴。オクラホマ州、ミズリー州では
同様の規制に対して差し止め（2024年）

注： American Sustainable Business Council（約25万社
の企業、ビジネスリーダー、投資家、教育団体等が参加）

今回の米国大統領選挙結果と州ごとの（反）ESG動向

青い州（blue state）は民主党が勝利、赤い州（red state）は共
和党派が勝利

の州はESG関連の法律が成立、 の州は反ESG関連の
法律が成立（2020～2024年）

※の州は反ESG同盟に加盟

➢ パリ協定から米国が再び離脱？
➢ EVの義務化や自動車排出量削減を目的としたその他の政策を撤回？

（クリーンエネルギー技術への投資を通じてインフレ抑制法の恩恵）（ゴールドマン・サックスがネットゼロ銀行同盟（NZBA）から離脱）

➢ 連邦政府の多様性と包摂のプログラムは？
➢ 反トラスト政策の一部を縮小の可能性？

➢ 連邦取引委員会と司法省は、バイデン政権下で策定された合併審査ガイドライン
を廃止する可能性が高いとも？

（出所） 地図はBallotpediaなどによりMURC作成
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◼ 日時：2024年10月8日～同年10月11日

◼ 場所：カナダ、トロント（約2,000人参加）

◼ 気候変動以外にESGの「S」と「G」への注目

⚫ 不平等・社会関連財務開示タスクフォース（Taskforce on Inequality 

and Social-related Financial Disclosures: TISFD）

⚫ 地政学リスクの台頭（米国大統領選挙、EUのグリーン政策のスピード
ダウン等）

◼ ジャスト・トランジション（公正な移行）は中心的なテーマ、移行リスクへの
過度な注目には懸念の声も（物理的リスクへの対応、適応策の重要性を
訴える声が増加）

◼ AI活用についても度々話題に

◼ 反ESGへの言及（サステナビリティそのものへの反対ではなく、評価・測
定方法への懸念・疑問への現れ）

◼ サステナビリティを活用したアルファの創出はあるのか？（会議疲れ、集
団エンゲージメントの効果への疑問の声も）

（出所） https://www.unpri.org/news-and-events/past-events/pri-in-person-2024-highlightsなど

国連責任投資原則署名機関総会PRI in Person 2024での話題
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EU： 非財務情報開示の動き

◼ EUの非財務情報開示に係る指令（NFRD, 2014/95/EU）
⚫ 従業員数が500人以上の特定された企業及びグループに対して、環境
保全、社会、従業員、人権尊重、汚職や贈賄の禁止、取締役のダイバー
シティ等に関する非財務情報開示を義務付け

◼ コーポレート・サステナビリティ報告指令（CSRD）

⚫ NFRDの改定版。2022年11月、承認・成立。対象企業の拡大

⚫ 気候変動リスク開示強化、ダブル・マテリアリティ等

⚫ 企業に対し欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）に基づいて報告する
ことを要請。生物多様性、サーキュラーエコノミーが含まれ開示内容が
多岐にわたる

⚫ 対象企業： 全ての大企業、EU域内で上場している全ての企業（零細企
業を除く）。EU市場で純売上高1億5000万ユーロ超

⚫ 域内に一つ以上の子会社や支社を持つ非EU企業も対象（2028年より）

（出所） EU公表情報等
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TCFDとCSRDの比較

◼ CSRDではダブルマテリアリティによるマテリアリティ特定、第
三者による保証、タクソノミー適合率の開示が求められている

（出所） https://www.murc.jp/library/column/qmt_230929/
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ISSB（International Sustainability Standards Board、国際
サステナビリティ基準審議会）

◼ IFRS S1 「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事
項」

◼ IFRS S2 「気候関連開示」

⚫ 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づき、SASBスタンダードから
派生した産業別開示の要求事項を取り入れたもの。スコープ3排出量の報告を開示要求
事項の一部として含むことを決定

◼ 2023年、ISSBがIFRS S1とS2の内容に最終合意

◼ TCFD機能が2024年よりISSBに移管されることを受け、TCFD基準と
IFRS S2の比較表を公表⇒ ISSB基準による開示への移行を促す

◼ 日本のサステナビリティ基準委員会（SSBJ）は、ISSBに準拠した日本の
開示基準案を2024年3月29日に公表（2024年7月までパブコメ受付）。遅
くとも2025年3月までに日本版の開示基準策定予定

◼ ISSBは2024年4月に、「生物多様性・生態系・生態系サービス」及び「人的資本」を
サステナビリティ開示基準の次期トピックとして選定

（出所） https://www.asb.or.jp/jp/ifrs/press_release_ssbj/y2022/2022-0331.html など
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国連生物多様性条約締約国会議 COP16の様子

◼ 日時：2024年10月21日～同年11月1日（翌2日朝）

◼ 場所：コロンビア共和国・カリ

◼ 参加人数：13,000名超。生物多様性条約締約国会議
としては過去最大規模

（出所） 外務省、環境省の公表情報など 写真は吉高撮影

◼ 生物の遺伝資源のデジタル配列情報（DSI）の利用に

よって得られた利益を公平かつ公正に分配する「カリ
基金」の大枠が決定

◼ 議長国のコロンビアは、「先住民地域共同体」の役割
を重視

⚫ 世界各地からの先住民、女性、若者、地域などの
声を結集

⚫ 先住民及び地社会の生物多様性保全への参画を
強化・確保するため、常設補助機関の設置を決定

◼ 生物多様性保全のための資源動員、昆明・モントリ
オール生物多様性枠組のレビューメカニズム等は会
合中断のため採択されず
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自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）

Task Force on Nature-related Financial Disclosures

◼ 自然と人々の繁栄のため、自然を保全・回復する活動に資金の流れ*を
向けて、世界経済のレジリエンスを向上させる

 *パリ協定、ポスト愛知目標、SDGsに沿ったものにする
◼ TCFDとの両輪を目指す

◼ 2023年のG7 気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケでは「ネイチャー
ポジティブな経済」を謳い、民間セクターやTNFD等と連携し、知識の共有
や情報ネットワークの構築の場「Ｇ７ネイチャーポジティブ経済アライアン
ス」の設立を表明。すべてのセクターにおける生物多様性の主流化を重視

（出所） TNFD https://tnfd.info/ 、 環境省（2021年4月）「生物多様性に係る企業活動に関する国際動向及び日本企業の位置づけ等について」など

◼ 生物多様性COP16でGFANZと共催したサイドイベントにおいて、自然移
行計画のディスカッションペーパーを公表。企業が自然移行計画に盛り込
むべき5つのテーマ（自然移行に係る全体的なアプローチ、ガバナンス、エ
ンゲージメント戦略、指標と目標、実現戦略）について定義
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GFANZ関連の直近の動向

◼ 生物多様性COP16でTNFDと共催したサイドイベントにおいて、自
然移行計画のディスカッションペーパーを公表（前頁参照）

◼ ネットゼロ輸出信用機関同盟（NZECA）がネットゼロ目標設定プロ

トコルを公表。輸出促進と経済成長の促進という輸出信用機関の
使命を損なうことなく、加盟機関が長期的かつ中期的な科学的根
拠に基づく気候目標を設定し、サステナビリティ関連情報を開示す
るための指針を提供

◼ ゴールドマン・サックスがネット・ゼロ・バンキング・アライアンス
（NZBA）を脱退

◼ 米連邦下院司法委員会が報告書「サステナビリティの解体：金融マ
ンたちの気候カルテルが、いかにして米国最大のエネルギー会社
の取締役会を乗っ取ったか」（※）を公表。GFANZ, Ceres, Climate 

Action 100+などによるキャンペーンを「気候カルテル」と称し、批判

（出所） 各種公表情報

※SUSTAINABILITY SHAKEDOWN: HOW A CLIMATE CARTEL OF MONEY MANAGERS COLLUDED TO TAKE OVER THE 

BOARD OF AMERICA’S LARGEST ENERGY COMPANY
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アジアGXコンソーシアム

◼ アジアにおいて公正かつ秩序あるトランジションに向けた金融を促進し、
正しい方向に向かわせるという目的を共有する金融規制当局、民間金融
機関、及び公的・国際機関から構成。2024年10月に発足

◼ アジアで活動するステークホルダー、特に金融界の官民のプレーヤーが、
アジアの文脈におけるトランジションをめぐる多様な条件をケーススタディ
やその他の方法で検討しながら、この地域におけるトランジションファイナ
ンスを促進するための現実的かつ共通のアプローチについて議論

◼ 当アプローチは、特にASEAN地域の新興国や開発途上国へのトランジ
ションファイナンスの流れを促進し、それに応じて企業や取引レベルでの
プロジェクトを拡大するために活用されることに期待

【メンバー】

日本国金融庁、ASEAN資本市場フォーラム（ACMF）、ASEAN資本市場開
発作業委員会（WC-CMD）、アジア開発銀行（ADB）、GFANZ、みずほフィナ
ンシャル・グループ、三菱UFJフィナンシャル・グループ、三井住友フィナン
シャル・グループ、（株）日本政策投資銀行（DBJ）、（株）国際協力銀行
（JBIC）、（独）国際協力機構（JICA）

（出所） https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20241002/20241002.html
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世界25カ国の発展途上国
に分散されたポートフォリオ

緩和
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
約30％

シニア

（参考）MUFGのGCFを活用した取組
官民ブレンデッドファイナンスプラットフォーム：GAIA

◼ 後発開発途上国と小島嶼開発途上国に焦点を当て、気候適応プロジェクトにポート
フォリオの70%、気候緩和プロジェクトに30%を割り当てる。対象はラテンアメリカ、ア
フリカ、アジアの新興市場25カ国

◼ 対象となるプロジェクトは水と衛生、エネルギーの生成と利用、低炭素輸送、グリーン
ビルディングなどが含まれる

GAIA

ファンド
（14.8億ドル）

MUFG

（2.95億ドル）

機関投資家

保険会社

ジュニア

緑の気候基金
（1.525億ドル）

ドナー政府／開発金融機関
（FinDev Canada 7.75億ドル等）

エクイティ

保証／
保険

低リターン
の慈善的
エクイティ

プロジェクト

ローン

適応
プロジェクト
約70％

プロジェクト

ローン

･･･

（出所） 「MUFG Investors Day 2024」（2024年7月）、https://www.greenclimate.fund/project/fp223#overview など
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PCAFの直近の動向

2つの文書案を公表（パブコメ2025年2月まで）

◼ グローバルGHG算定・報告基準（Global GHG Accounting and 

Reporting Standard）／パートAに該当するファイナンスド・エミッション
（Financed emissions）の測定に関する新しいガイダンス・手法

⚫ 回避排出量（Avoided emissions）の報告について、前回まで再生

可能エネルギープロジェクトに限定していたが、すべての資産クラス
に拡大

⚫ 期待排出削減量（Expected emissions reductions: EER）（注1）の
算出方法の例示

注1：金融機関の保有資産（主に有価証券を想定しているが、融資も対象になり得る）
に係る将来のGHG削減効果

◼ グローバルGHG算定・報告基準／パートCに基づいて、再保険者が

再保険ポートフォリオの保険関連排出量を計算する方法について指針
を提供

（出所） https://carbonaccountingfinancials.com/en/newsitem/pcaf-launches-public-consultation-on-new-

methodologies-for-the-global-ghg-accounting-and-reporting-standard#newsitemtext

注2： 証券会社・投資銀行向けのグローバルGHG算定・報告基準／パートBも
2023年12月に発行されている。仲介金融機関の排出量はFacilitated Emissions

（ファシリテーティド・エミッション）と呼ぶ
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金融行政方針（2024年8月公表）

◼ サステナブルファイナンスの推進：

1. 企業のサステナビリティ開示の充実と信頼性の確保

➢ ISSBのサステナビリティ開示基準と機能的に同等な国内基準の適用やサ
ステナビリティ情報に対する保証のあり方等について検討

2. 透明性の高いデータ基盤の整備

3. 金融機関による脱炭素に向けた企業支援等の推進

➢ カーボン・クレジット取引の透明性・健全性を高め、投資家保護を促進する

➢ トランジション・ファイナンスの事例共有や実践的課題の集約・発信を行うな
ど国際的な場において議論を主導する

4. インパクト投資の実践・拡大

◼ 気候関連金融リスクへの対応： 新たに「気候関連リスクモニタリング室」を設置

◼ 金融・資産運用特区の推進：地方公共団体と地域金融機関等の連携を通じた
GX推進の取組等、各地方公共団体の取組を支援

詳細は金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議第四次報告書概要」

（出所） 金融庁「2024事務年度金融行政方針」
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（参考）サステナビリティ保証の概要

投資家からはサステナビリティ情報の信頼性の確保を望む声があり、国際的にも議
論が進んでいる。我が国において、サステナビリティ開示基準や保証制度を導入する
には、法改正を視野に入れた検討が必要であり、議論を始めていくことが重要

（出所） 第１回金融審議会サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ 事務局説明資料
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（参考）サステナビリティ開示基準を適用するに当たっての個別論点

（出所） 第３回金融審議会サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ 事務局説明資料

（出所） 第３回金融審議会サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ事務局説明資料
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（参考）トランジション・ファイナンスに関する様々な声

トランジション・ファイナンスとは、脱炭素社会の実現に向けて長期的な戦略に則り、着実なGHG

削減の取組を行う企業に対し、その取組を支援することを目的としたファイナンス手法

➢ トランジション・ファイナンスに関心が高まっている
➢ 過去2年間で、トランジション・ファンドへの資金流入はグリーン・ファンドの2倍に
➢ 第三者認証を得るなど信頼性のある気候変動移行計画を企業が公表することにより、
投資家の投資意欲がより高まる可能性がある

IEA
（World Energy 

Investment 2024

/2024年6月）

EU
（欧州証券市場
監督局レポート
/2024年8月）

➢ ネット・ゼロ達成には、排出量がゼロにはならないものの、排出量削減に貢献する投
資も同時に必要

➢ トランジション・ファイナンスの拡大が金融機関自身のファイナンスド・エミッション増
大を招く構造的問題があると認識

➢ 排出削減が困難なセクターの企業や事業が、エンゲージメントに積極的でない金融
機関に集中する”Financial Carbon Leakage”と呼び得る事態が発生し、実体経済
の移行を遅らせる可能性があることを懸念

BlackRock
2023年に「ESGの用語
は使わない」と宣言した
が、トランジション関連
ファンドへの投資は拡大
（2023年は前年比25%

増の2,100億ドル投資）

市場関係者・有識者の声（2月の日本のCT国債発行に対して）
➢ 海外投資家の日本のトランジションに対する印象には変化が見られた。グリーンボ

ンド原則に準拠し、初回債はアンモニア混焼が資金使途から除外されていたこと、
CBI認証を取得したこと等、投資家の懸念に配慮した発行であったことが評価

➢ 昨今のエネルギー需給等の情勢を踏まえれば、一足飛びに脱炭素化を図ることに
は無理が伴い、徐々に移行するトランジションの考え方が重要になっていると聞い
ているため、日本のトランジションファイナンスの考え方は良いアイデアであると、
海外のファイナンスの研究者から再評価されている
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セクション

３．気候変動等に関わる国内政策
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日本の次期NDC水準

（出所） 中央環境審議会地球環境部会2050年ネットゼロ実現に向けた気候変動対策検討小委員会・産業構造審議会
イノベーション・環境分科会地球環境小委員会中長期地球温暖化対策検討WG 合同会合（第6回）事務局資料
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GX2040

（出所） GX実行会議（第11回）資料1「我が国のグリーントランスフォーメーションの加速に向けて」
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GX2040ビジョンに向けた検討のたたき台

（出所） GX実行会議（第12回）資料1「我が国のグリーントランスフォーメーションの加速に向けて」に赤線加筆
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GX2040ビジョンに向けた検討のたたき台

（出所） GX実行会議（第12回）資料1「我が国のグリーントランスフォーメーションの加速に向けて」に赤線加筆
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GX推進機構

GX投資は完工リスク・操業リスク、需要変動リスク等、様々なリスクを伴う。資金
量が膨大かつ収益化まで長期間かかる案件は、民間だけではファイナンスに限
界 民間金融からのデット・エクイティ調達促進に向け、GX推進機構による債
務保証、出資等を検討・実施

各ステージのリスクと資金供給手法

研究開発 技術リスク（技術確立）、需要リスク → 公的資金（委託費・補助金）＋民間のエクイティ

実証 技術リスク（大規模化）、需要リスク → 公的資金（補助金等）＋民間のエクイティ

事業体形成
技術リスク（安定操業リスク）、需要リスク
→ 民間のエクイティ＋公的資金（エクイティ）

設備投資
完工リスク、技術リスク（安定操業リスク）、需要リスク
→ 民間のデッド＋政府による需要創出支援＋公的機関による債務保証等

事業実施
安定操業リスク、需要リスク
→ 民間のデッド＋政府による需要創出支援＋公的機関による信用補完（債務保証等）

＜分野＞
① GXエネルギー分野（非化石エネルギーインフラ）
② GXプロセス分野（使用段階での脱炭素化）：脱炭素製造プロセス、低炭素製造プロセス
③ GXプロダクト分野（使用段階での脱炭素化）

（出所） GX実行会議（第6回）資料1「我が国のグリーン・トランスフォーメーション実現に向けて」よりMURC作成

ＧＸ推進
機構の

金融支援
の対象
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企業の気候変動対策とGX製品の関係

（出所） 経済産業省 産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会
中間整理（別紙）
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COP29ジャパンパビリオンでの登壇

◼ 日時： 2024年11月19日（火）現地時間15:45 - 17:00

◼ 登壇者：世界鉄鋼協会、日本鉄鋼連盟（主催者）、UNIDO、JFEスチール、
経済産業省、 MURC

◼ 概要：国内外の主要鉄鋼企業は、グリーンス
チールをブランド化し、販売を開始。本イベン
トでは、「グリーントランジションに資するグ
リーンスチール」に関する業界共通ルールや
具体事例を紹介した上で、顧客理解の醸成、
各国政策・公共調達とのシナジー、国際既存
ルールとの整合、今後の課題と機会等につ
いて、様々なステークホルダーで議論を実施

➢ グリーン・スチールにかかるコストを市場に組み込むことが重要
➢ グリーン・スチール製品市場の創出を支えるための協力体制とルール作り
（国際基準と認証メカニズム）が必要

➢ ダブルカウントとグリーンウォッシュを回避する透明性と信頼性の高い評価
制度が必要

（出所） COP29ジャパンパビリオンHPなど
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CFP、削減実績量、削減貢献量の関係

（出所） 経済産業省 産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会
中間整理（別紙）
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